
岩手県市町村総合事務組合条例第７号（令和７年５月27日公布） 

 

   刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例 抄 

 （市町村職員退職手当支給条例の一部改正） 

第４条 市町村職員退職手当支給条例（昭和34年岩手県市町村職員退職手当組合条例第４

号）の一部を次のように改正する。 

改   正   前 改   正   後 
 
 （退職手当の支払の差止め） 

第16条 退職をした者が次の各号のいずれか

に該当するときは、管理者は、当該退職を

した者に対し、当該退職に係る一般の退職

手当等の額の支払を差し止める処分を行う

ものとする。 

 (1) 職員が刑事事件に関し起訴（当該起訴

に係る犯罪について禁錮以上の刑が定め

られているものに限り、刑事訴訟法（昭

和23年法律第131号）第６編に規定する

略式手続によるものを除く。以下同じ。

）をされた場合において、その判決の確

定前に退職をしたとき。 

 (2) （略） 

２～４ （略） 

５ 管理者は、第１項又は第２項の規定によ

り行われた支払差止処分について、次の各

号のいずれかに該当するに至った場合には

、速やかに当該支払差止処分を取り消さな

ければならない。ただし、第３号に該当す

る場合において、当該支払差止処分を受け

た者がその者の基礎在職期間中の行為に係

る刑事事件に関し現に逮捕されているとき

その他これを取り消すことが支払差止処分

の目的に明らかに反すると認めるときは、

この限りでない。 

 (1) （略） 

 (2) 当該支払差止処分を受けた者について

、当該支払差止処分の理由となった起訴

又は行為に係る刑事事件につき、判決が

確定した場合（禁錮以上の刑に処せられ 

 
 （退職手当の支払の差止め） 

第16条 退職をした者が次の各号のいずれか

に該当するときは、管理者は、当該退職を

した者に対し、当該退職に係る一般の退職

手当等の額の支払を差し止める処分を行う

ものとする。 

 (1) 職員が刑事事件に関し起訴（当該起訴

に係る犯罪について拘禁刑以上の刑が定

められているものに限り、刑事訴訟法（

昭和23年法律第131号）第６編に規定す

る略式手続によるものを除く。以下同じ

。）をされた場合において、その判決の

確定前に退職をしたとき。 

 (2) （略） 

２～４ （略） 

５ 管理者は、第１項又は第２項の規定によ

り行われた支払差止処分について、次の各

号のいずれかに該当するに至った場合には

、速やかに当該支払差止処分を取り消さな

ければならない。ただし、第３号に該当す

る場合において、当該支払差止処分を受け

た者がその者の基礎在職期間中の行為に係

る刑事事件に関し現に逮捕されているとき

その他これを取り消すことが支払差止処分

の目的に明らかに反すると認めるときは、

この限りでない。 

 (1) （略） 

 (2) 当該支払差止処分を受けた者について

、当該支払差止処分の理由となった起訴

又は行為に係る刑事事件につき、判決が

確定した場合（拘禁刑以上の刑に処せら 



改   正   前 改   正   後 
 
  た場合及び無罪の判決が確定した場合を

除く。）又は公訴を提起しない処分があ

った場合であって、次条第１項の規定に

よる処分を受けることなく、当該判決が

確定した日又は当該公訴を提起しない処

分があった日から６月を経過した場合 

 (3) （略） 

６～10 （略） 

 

 （退職後禁錮以上の刑に処せられた場合等

の退職手当の支給制限） 

第17条 退職をした者に対しまだ当該退職に

係る一般の退職手当等の額が支払われてい

ない場合において、次の各号のいずれかに

該当するときは、管理者は、当該退職をし

た者（第１号又は第２号に該当する場合に

おいて、当該退職をした者が死亡したとき

は、当該一般の退職手当等の額の支払を受

ける権利を承継した者）に対し、当該一般

の退職手当等の全部を支給しないこととす

る処分を行うものとする。ただし、第15条

第１項ただし書に規定する事情及び同項各

号に規定する退職をした場合の一般の退職

手当等の額との権衡を勘案して、当該一般

の退職手当等の一部を支給しないこととす

る処分にとどめることができるものとする

。 

 (1) 当該退職をした者が刑事事件（当該退

職後に起訴をされた場合にあっては、基

礎在職期間中の行為に係る刑事事件に限

る。）に関し当該退職後に禁錮以上の刑

に処せられたとき。 

 (2)・(3) （略） 

２～６ （略） 

 

 （退職をした者の退職手当の返納） 

第18条 退職をした者に対し当該退職に係る 

 
  れた場合及び無罪の判決が確定した場合

を除く。）又は公訴を提起しない処分が

あった場合であって、次条第１項の規定

による処分を受けることなく、当該判決

が確定した日又は当該公訴を提起しない

処分があった日から６月を経過した場合 

 (3) （略） 

６～10 （略） 

 

 （退職後拘禁刑以上の刑に処せられた場合

等の退職手当の支給制限） 

第17条 退職をした者に対しまだ当該退職に

係る一般の退職手当等の額が支払われてい

ない場合において、次の各号のいずれかに

該当するときは、管理者は、当該退職をし

た者（第１号又は第２号に該当する場合に

おいて、当該退職をした者が死亡したとき

は、当該一般の退職手当等の額の支払を受

ける権利を承継した者）に対し、当該一般

の退職手当等の全部を支給しないこととす

る処分を行うものとする。ただし、第15条

第１項ただし書に規定する事情及び同項各

号に規定する退職をした場合の一般の退職

手当等の額との権衡を勘案して、当該一般

の退職手当等の一部を支給しないこととす

る処分にとどめることができるものとする

。 

 (1) 当該退職をした者が刑事事件（当該退

職後に起訴をされた場合にあっては、基

礎在職期間中の行為に係る刑事事件に限

る。）に関し当該退職後に拘禁刑以上の

刑に処せられたとき。 

 (2)・(3) （略） 

２～６ （略） 

 

 （退職をした者の退職手当の返納） 

第18条 退職をした者に対し当該退職に係る 
 



改   正   前 改   正   後 
 
 一般の退職手当等の額が支払われた後にお

いて、次の各号のいずれかに該当するとき

は、管理者は、当該退職をした者に対し、

当該一般の退職手当等の額（当該退職をし

た者が当該一般の退職手当等の支給を受け

ていなければ第13条第３項、第６項又は第

８項の規定による退職手当の支給を受ける

ことができた者（以下この項、次条及び第

20条において「失業手当受給可能者」とい

う。）であった場合には、これらの規定に

より算出される金額（以下この項、次条及

び第20条において「失業者退職手当額」と

いう。）を除く。）の全部の返納を命ずる

処分を行うものとする。ただし、第15条第

１項ただし書に規定する事情のほか、当該

退職をした者の生計の状況を勘案して、当

該一般の退職手当等の額（当該退職をした

者が失業手当受給可能者であった場合には

、失業者退職手当額を除く。）の一部の返

納を命ずる処分にとどめることができるも

のとする。 

 (1) 当該退職をした者が基礎在職期間中の

行為に係る刑事事件に関し禁錮以上の刑

に処せられたとき。 

 (2)・(3) （略） 

２～６ （略） 

 

 （退職手当受給者の相続人からの退職手当

相当額の納付） 

第20条 （略） 

２・３ （略） 

４ 退職手当の受給者が、当該退職の日から

６月以内に基礎在職期間中の行為に係る刑

事事件に関し起訴をされた場合において、

当該刑事事件に関し禁錮以上の刑に処せら

れた後において第18条第１項の規定による

処分を受けることなく死亡したときは、管 

 
 一般の退職手当等の額が支払われた後にお

いて、次の各号のいずれかに該当するとき

は、管理者は、当該退職をした者に対し、

当該一般の退職手当等の額（当該退職をし

た者が当該一般の退職手当等の支給を受け

ていなければ第13条第３項、第６項又は第

８項の規定による退職手当の支給を受ける

ことができた者（以下この項、次条及び第

20条において「失業手当受給可能者」とい

う。）であった場合には、これらの規定に

より算出される金額（以下この項、次条及

び第20条において「失業者退職手当額」と

いう。）を除く。）の全部の返納を命ずる

処分を行うものとする。ただし、第15条第

１項ただし書に規定する事情のほか、当該

退職をした者の生計の状況を勘案して、当

該一般の退職手当等の額（当該退職をした

者が失業手当受給可能者であった場合には

、失業者退職手当額を除く。）の一部の返

納を命ずる処分にとどめることができるも

のとする。 

 (1) 当該退職をした者が基礎在職期間中の

行為に係る刑事事件に関し拘禁刑以上の

刑に処せられたとき。 

 (2)・(3) （略） 

２～６ （略） 

 

 （退職手当受給者の相続人からの退職手当

相当額の納付） 

第20条 （略） 

２・３ （略） 

４ 退職手当の受給者が、当該退職の日から

６月以内に基礎在職期間中の行為に係る刑

事事件に関し起訴をされた場合において、

当該刑事事件に関し拘禁刑以上の刑に処せ

られた後において第18条第１項の規定によ

る処分を受けることなく死亡したときは、 
 



改   正   前 改   正   後 
 
 理者は、当該退職手当の受給者の死亡の日

から６月以内に限り、当該退職手当の受給

者の相続人に対し、当該退職をした者が当

該刑事事件に関し禁錮以上の刑に処せられ

たことを理由として、当該一般の退職手当

等の額（当該退職をした者が失業手当受給

可能者であった場合には、失業者退職手当

額を除く。）の全部に相当する額の納付を

命ずる処分を行うものとする。ただし、第

15条第１項ただし書及び第１項ただし書に

規定する事情を勘案して、当該一般の退職

手当等の額（当該退職をした者が失業手当

受給可能者であった場合には、失業者退職

手当額を除く。）の一部に相当する額の納

付を命ずる処分にとどめることができるも

のとする。 

５～８ （略） 

 
 管理者は、当該退職手当の受給者の死亡の

日から６月以内に限り、当該退職手当の受

給者の相続人に対し、当該退職をした者が

当該刑事事件に関し拘禁刑以上の刑に処せ

られたことを理由として、当該一般の退職

手当等の額（当該退職をした者が失業手当

受給可能者であった場合には、失業者退職

手当額を除く。）の全部に相当する額の納

付を命ずる処分を行うものとする。ただし

、第15条第１項ただし書及び第１項ただし

書に規定する事情を勘案して、当該一般の

退職手当等の額（当該退職をした者が失業

手当受給可能者であった場合には、失業者

退職手当額を除く。）の一部に相当する額

の納付を命ずる処分にとどめることができ

るものとする。 

５～８ （略） 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年６月１日から施行する。 

 （罰則の適用等に関する経過措置） 

２ この条例の施行前にした行為の処罰については、なお従前の例による。 

３ この条例の施行後にした行為に対して、他の条例の規定によりなお従前の例によるこ

ととされ、なお効力を有することとされ又は改正前若しくは廃止前の条例の規定の例に

よることとされる罰則を適用する場合において、当該罰則に定める刑に刑法等の一部を

改正する法律（令和４年法律第67号。以下「刑法等一部改正法」という。）第２条の規

定による改正前の刑法（明治40年法律第45号。以下この項において「旧刑法」という。）

第12条に規定する懲役（以下「懲役」という。）（有期のものに限る。以下この項にお

いて同じ。）、旧刑法第13条に規定する禁錮（以下「禁錮」という。）（有期のものに

限る。以下この項において同じ。）又は旧刑法第16条に規定する拘留（以下「旧拘留」

という。）が含まれるときは、当該刑のうち懲役又は禁錮はそれぞれその刑と長期及び

短期を同じくする有期拘禁刑と、旧拘留は長期及び短期を同じくする拘留とする。 

 （人の資格に関する経過措置） 

４ （略） 

 （一般職の職員の給与に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

５ 刑法等一部改正法及び刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整理等に



関する法律（令和４年法律第68号。以下「整理等法」という。）並びにこの条例（以下

これらを「刑法等一部改正法等」という。）の施行前に犯した禁錮以上の刑（死刑を除

く。）が定められている罪につき起訴をされた者は、第２条の規定による改正後の一般

職の職員の給与に関する条例第17条の３第１項（第１号に係る部分に限る。）及び第３

項（第３号に係る部分に限る。）の規定の適用については、拘禁刑が定められている罪

につき起訴をされた者とみなす。 

 （会計年度任用職員の給与等に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

６ （略） 

 （市町村職員退職手当支給条例の一部改正に伴う経過措置） 

７ 刑法等一部改正法等の施行前に犯した禁錮以上の刑（死刑を除く。）が定められてい

る罪につき起訴をされた者は、第４条の規定による改正後の市町村職員退職手当支給条

例第16条第１項及び第５項、第17条第１項（第１号に係る部分に限る。）並びに第20条

第４項並びに市町村職員退職手当支給条例第20条第３項の規定の適用については、拘禁

刑が定められている罪につき起訴をされた者とみなす。 

  



岩手県市町村総合事務組合規則第11号（令和７年５月27日公布） 

 

   刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係規則の整理に関する規則 抄 

 （市町村職員退職手当支給条例施行規則の一部改正） 

第１条 市町村職員退職手当支給条例施行規則（平成元年岩手県市町村総合事務組合規則

第12号）の一部を次のように改正する。 

改   正   前 改   正   後 

別記様式第30号（第30条関係）（表面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記様式第30号（第30条関係）（裏面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記様式第30号（第30条関係）（表面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記様式第30号（第30条関係）（裏面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改   正   前 改   正   後 

別記様式第35号（第30条関係）（表面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記様式第35号（第30条関係）（裏面） 

 

 

別記様式第35号（第30条関係）（表面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記様式第35号（第30条関係）（裏面） 

 

 

 

 

 



改   正   前 改   正   後 

別記様式第36号（第32条関係）（表面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記様式第36号（第32条関係）（裏面） 

 

別記様式第36号（第32条関係）（表面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記様式第36号（第32条関係）（裏面） 

 

備考 改正部分は、下線の部分である。  
 



   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和７年６月１日から施行する。 

 （市町村職員退職手当支給条例施行規則の一部改正に伴う経過措置） 

２ 第１条の規定の施行の際現に提出され、又は交付されている第１条の規定による改正

前の市町村職員退職手当支給条例施行規則の様式（次項において「旧様式」という。）

により使用されている書類は、第１条の規定による改正後の市町村職員退職手当支給条

例施行規則の様式によるものとみなす。 

３ 第１条の規定の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取

り繕って使用することができる。 

 （市町村消防団員等公務災害補償条例施行規則の一部改正に伴う経過措置） 

４ （略） 

 （市町村議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則の一部

改正に伴う経過措置） 

５ （略） 

 


